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【論文要旨】
　1980年代後半にわが国の開廃業率が逆転して以来，新規開業の促進は大きな課題である。ただ
し，わが国の新規開業希望者はけっして少ないというわけではなく，問題は新規開業の実現率の低
さに見いだすことができる。新規開業を構想する段階において，実現を後押しする要因と，実現を
とどまらせる要因について考察を行う必要がある。
　そこで，新規開業希望者の情報入手経路について注目する。新規開業者自身に不足する経営資源
が存在する場所，入手方法，価格等の多岐にわたる情報をもたらすネットワークを持っていれば，
新規開業を構想する段階で後押しになり，その後の生存率にも影響する可能性があると考えられる
からである。本稿では新規開業の際の課題と，そこで必要となる情報を列挙したうえで，新規開業
希望者のもつ情報入手経路の有無が新規開業にどのような影響をもたらすのか分析を行う。そし
て，創業支援政策への含意を考察する。
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はじめに
　r中小企業白書2006年度版』によれば，わが国の開業率は，1970年代から1990年代半ばまで長期
的な低下傾向にあり，1980年代後半には企業数ベースでの開廃業率が逆転し，わが国の企業数は
減少し続けている。近年は，事業所数ベース，企業数ベースにおいても開業率は下げ止まりから上
昇する傾向を見せつつあるが，いまだに廃業率のほうが高い水準にあるω。
　企業数の増加は，雇用の創出や市場拡大，競争活発化等にとって大きな意味をもつ。かつて中小
企業は多産多死といわれ，数多くの中小企業が市場参入・退出することによって市場の創造や消滅
が起こり，イノベーションの源泉として経済活性化に寄与してきた。とりわけ，新規開業はイノベ
ーショソへの刺激となるとともに，人々の自己実現の場を提供したり，新たな雇用の場を創出する
という役割も担っている。
　したがって，新規開業を促進することは大きな課題である。中小企業白書に再び目を向けると，
わが国の新規開業希望者は諸外国に比べれば低い水準にとどまっているものの，数としてはけっし
て少ないというわけではない（2）。創業希望者は1977年以降，常に100万人を超えており，不況によ
る経済環境悪化が考えられた1997年においても約124万人存在しているのである。
　しかし，1996～1999年の年平均開業企業数が18．5万社である（3にとをみると，新規開業を希望し
ていても何らかの原因によって開業を延期している，あるいは断念している人々が多いのではない
かと考えられる。すなわち，問題の所在は，新規開業希望者における新規開業の実現率の低さに見
いだされるのである。それ故，この問題を認識する一つのアプローチは，新規開業を構想する段階
において，実現を後押しする要因とその実現をとどまらせる要因の双方について考察を加えるそれ
である。
　そこでまず，新規開業希望者の情報入手経路について注目したい。企業を起こすためには，資
金，技術，人材等の経営資源を必要とするが，一般に新規開業を考える段階でそれらがすべて十分
にそろっているとは限らない。これらの経営資源を獲得するためには，経営資源が存在する場所，
入手方法，価格等の多岐にわたる情報を必要とする。これらの情報を開業希望者自身が持っている
か，あるいは情報を持つ人を知っていることは新規開業を考える段階で大きな後押しになり，その
後の生存率にも影響する可能性があると考えられるからである。
　以上の認識に基づき，本稿では新規開業の際の課題と，必要となるものを列挙したうえで，新規
開業希望者のもつ情報入手経路の有無が新規開業にどのような影響をもたらすのかを分析し，創業
支援政策への含意を考察する。
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1．起業プロセスと現れる課題
　総合研究開発機構（NIRA）（1997）はベンチャー企業の成長段階を3つに分け，それぞれの段
階において必要な資源を指摘している（4）。NIRAはアーリーステージにあるベンチャー企業の成長
の3つの段階として，「創業以前の時期」，「創業間もない時期」，「急成長する時期」に区分してい
る。まず，「創業以前の時期」にある個人は，起業を漠然とは考えているが，具体的には何をして
いいかわからない状態にある。起業を決定した次の段階として，事業の計画を立てて実際に行動す
る「創業間もない時期」を経て，うまくいけば「急成長する時期」を迎えるというものである。
　これらのペンチャー企業の成長段階を議論の土台として，新規開業企業の創業前後の起業プロセ
スを5つに区分してみよう（図1）。
　第1は，創業を構想する段階である。ある個人が起業を漠然と考えてはいるものの，実際の行
動にはまだ移っていない状態である。この時期には，どのような形式で起業するか，何を事業とす
るか等が明確ではないが，彼あるいは彼女は何かを始めたいと思っている。
　この段階で現れる課題は，まず，起業するためには何から始めたらよいかわからないことであ
る。つまり，起業するための手順が不明なので，具体的な行動に移すことができない。また，現に
何らかの職に就いている場合は，その職を辞める必要がある。養うべき家族がいる場合には，安定
起業プロセス
　　　図1　起業プロセスと課題
現れる課題　　　　　　　　　　　　必要な情報
1．構　想
2．計　画
3．行　動
・人生設計
E周囲の理解
・事業計画
E資金調達
・会社設立・登記
・資金調達
・顧客開拓
・製品・サービス開発
・創業者の経験
E事業の将来性
・事業計画作成ノウハウ
E資金調達方法
・会社設立に関する専門知識
・資金調達方法
・市場の動向
・技術、ノウハウ
4．拡　大
・人材獲得
・経営管理
・競争の激化
・人材の居所
・経営知識
・業界、ライバルの動向
5．安定成長・急成長
注）筆者作成。
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した収入源の確保が重要であるため，家族の理解を得なければならない。周囲の理解が得られて
も，起業の機会費用よりも大きな便益が期待できると判断されることが必要である。こうして，起
業の具体的な展望がひらけたときにはじめて，起業への第一歩を踏み出すことができるのである。
　創業を構想する段階ではその後の人生設計が大きく変わるため，具体的な行動に足踏みすること
も考えられる。r2006年度版新規開業白書』によると，開業について相談した相手として，家族・
親族をあげた者が69．6％と最も多く，友人・知人が59．2％と続く（5）。ここから推測されるのは，起
業をしたときの自分や家族の将来を考えると同時に，身内に協力を仰ぐ者が多いということであ
る。これに対して，商工会・商工会議所が17．5％，創業支援機関が14．9％であり，専門家からアド
バイスを受けた老は比較的少なく，より身近な人からの助言を求める傾向にある。
　起業した後の見通しをつけやすくするためには，起業経験者や企業経営者の体験談をきくことが
有効である。アメリカでは，起業を考えている人に対して勇気や励ましを与えたりする人をメソタ
ー（mentor）と呼び，大学教授や企業経営者などがその役割を果たす。　NIRA（1997）によると，
日本では創業のときに精神的な支援をしてくれた前勤務先の上司や同僚，取引先などがメソターに
あたることが多いが，一般に，メソターの重要性についてあまり認識されていないようである（6）。
　第2は具体的な事業計画を行う段階である。前出の新規開業白書によると，開業の動機とし
て，「仕事の経験・知識資格を生かしたかった」が28．1％，「自分の技術やアイデアを事業化した
かった」が10．1％を占めている（7）。事業計画は，みずからのもつ特技やアイデアが事業として成り
立つかどうかを検証し，具体的な事業内容を決める段階である。事業計画書は，その後の企業行動
の目安になり，また，資金調達や提携先確保の際の重要な資料となる。
　この段階における問題は，事業を成り立たせるための具体的な要素がわからない，つまり計画の
仕方・方法を確定できないという点である。事業計画は，ターゲットとする市場の絞り込みやニー
ズの有無，立地といった戦略から，ビジネスモデルの策定，収支計画まで多岐にわたる。現実に，
多くのべソチャー企業が具体的な事業計画を作成することができず，次のステップに進めずにいる
といわれており，事業計画の重要性とともにその作成の困難さがわかる。
　そして第3は事業計画に基づいて行動に移していく段階である。資金調達，業務内容を明確に
形づくっていかなければならない。顧客を開拓し，仕入先を選定する等，事業を動かしていく段階
である。例えば，研究開発型のベソチャー企業であれば，この段階は計画どおりに開発を進めて事
業化にこぎつけなければならない段階である。しかし，最も倒産リスクの高い段階でもある（8）。
　この段階の主要な問題は資金調達と顧客の開拓のそれである。前老の問題は，事業を進めていく
にしたがって，自己資金だけでまかなうことは困難になると考えられるので，民間金融機関や政府
系金融機関，ベンチャーキャピタルなどに資金を求める必要がある。後者の問題の要点は，実績の
ない企業が製品の販売先を見つけだすのは，実績がある企業に比ぺて困難であるということであ
る。その上，会社設立手続きのために行政書士や税理士などの専門家を見つけなければならない。
　スタートアップ期を乗り切ると，第4段階の拡大期にはいる。
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　ある程度の仕事が受注できるようになり，業務量が増えてくると必要になるのは人材である。人
材といっても新卒を育てる余裕はまだないので，即戦力となる人材を探さなければならない。しか
しながら，望むとおりの人材確保は難しい。『平成11年度版中小企業白書』によると，創業時に，
以前からの友人・知人から人材を得たという回答が6割を占めるにもかかわらず，それが望まし
かったとする回答は27％にとどまり，広い範囲から人材を集めることの難しさをあらわしている軌
　また，従業員が増えることによって，人事・労務管理や社会保険などの整備をする必要性があ
り，経営管理について専門的な能力が必要となってくる。さらに，仕事量が拡大していくと，競合
他社が参入してくる可能性が高く，それらに対する差別化を図っていかなければ競争に勝ち残れな
いだろう。そして，これまであげてきた課題をうまく乗り越えることができたとき，安定成長期に
はいると考えられる。
2．起業におけるネットワーキング
（1）新規開業におけるネットワーク活用
　起業プロセスを通じて課題を乗り越えるためには，それぞれの段階で不足する能力や資源をどう
補い，また自社にはない外部資源をどう活用するかが肝要である。特に，外部資源を活用するため
には，それを保持している人と関係を結ぶことが重要になってくる。そこでここでは，外部資源に
つながる道筋をネットワークと呼び，戦略的にネットワークをつなげる活動をネットワーキングと
呼ぶことにする。
　創業時においてネットワークのもつ重要性を示す事例は，近年増加傾向にある中高年齢者による
創業である。『2006年度版新規開業白書』によると，60歳以上による創業は全体の6．4％，50歳代
による創業は24．1％と1991年以来最高となっている㈹。
　新規開業白書は50歳代の創業者についてくわしく分析している。50歳代の開業者の特徴として，
①大企業出身者，管理職出身者が相対的に多い，②人的ネットワークが豊富，③家計の経済的負担
が重いことをあげている⑪。このなかで②人的ネットワークに目を向けてみよう。
　50歳代の新規開業者は一般的に勤務年数が長いため，芳年層に比べて多くの取引先や同業老，
業界団体などにつながりをもっている。開業時に「人脈や取引先のネットワーク」に自信をもって
いたと回答している割合は，50歳代の開業者が46．2％と最も多い⑫。彼らの持つネットワークは質
的にも充実しており，幅広く多様な付き合いがある。大企業に勤めていた場合，配置転換などによ
ってさまざまな分野の人とのつながりができ，さらに年齢的にみて，相手が企業のなかで発言力や
権限を持っている場合が多い。
　開業するときにもネットワークは役に立っている。第1に受注先や仕入先の確保において個人
的なネットワークを通じた取引を始めることができる。これは実績のない新規企業にとっては大き
な助けとなる。第2に，ネットワークが新規開業者自身に不足する経営資源を補う点である。人
的ネットワークの中から，創業者が持っていないノウハウや技術を得て計画どおりに事業を遂行す
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図2　目標月商達成率（50歳代における「人脈・取引先のネットワーク」の自信右無別）
　　　　　　　　　　　　　　目標月商達成率
自信なしNニ202
自信ありNニ195
ロ50％未満
団50％以上75％未満
N75％以上100％未満
図100％以上125％未満
口125％以上
注）　国民生活金融公庫総合研究所編『2006年度新規開業白書』中小企業リサーチセソター，60ペー
　　ジ，図2－19から作成。
注）　目標月商達成率＝現在の月商÷開業時に目標とした月商×100（％）
るのに役立てている。図2では，50歳代における「人脈・取引先のネットワーク」の自身の有無
による，創業時に目標にしていた月間売上高への到達率である。人的ネットワークに自信を持った
うえでの開業のほうが，到達する割合が高いということを表している。
　50歳代の創業者の実態からわかるように，人的ネットワーク持っているほうがないよりも創業
時のプロセスがスムーズに進む可能性が高いということがわかる。Dubini　and　Aldrich（1991）は，
「企業家精神とは本来的にネヅトワーキソグ活動である」と主張する㈹。創業においては，創業老
が十分な経営資源をすでにもっているということはほとんどなく，みずからにない資源や能力を補
っていくしかない。そのためには，ネットワーキングを行う必要があるのである。
（2）起業プロセスとネットワークの範囲
　Birley（1985）がいうように，企業をたちあげるプロセスでは，起業家は設備やスペース，資金
だけではなく，助言や情報，自信までも求める。これらは金融機関や会計士，弁護士，中小企業庁
といった公的な機関からの支援の他に，家族や友人，取引先などとの幅広いネットワークから得ら
れるものである（i4。
　図3は，起業プロセスのそれぞれの段階における必要なネットワークの範囲を示したものであ
る。構想段階では，起業を決意するまでの励ましが重要になるため，家族や友人の理解は不可欠で
あり，情報入手先としてのネットワークの範囲は最も狭いものとなる。次の計画段階で，事業計画
を作成するにあたっては，事業が成り立つかどうかを調べ，具体的な起業行動の手順について知る
必要がある。身内から得られる情報には限りがあり，起業に精通した人とネットワークを結ばなけ
ればならない。ニーズの有無や資金調達，戦略などの情報は，すでに構築している元の勤務先との
ネットワークや，創業支援機関などが利用できる。
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図3　起業プロセスとネットワークの範囲
???
構想
一部顧客
金融機関
VC
専門家（税理士
　　行政
行動
組合
業界団体
幅広い顧客
　引先
拡大
大学・研究機関
異業種交流会
地域社会
　　　　　　時間
安定成長
注）筆者作成。
　企業を立ち上げると，ネットワークの範囲がぐっと広くなる。以前の勤務先で作られた人脈は同
業種での創業以外はほとんど使えず，新しいネットワークが作られなければならない。取引先の拡
大や新しい仕事が獲得できるのは，ほとんどこの新しい人脈を通じてであるため，積極的に外部と
交流する必要がある。資金調達に関しても，業務を拡張し人材を獲得するために自己資金では不十
分であることから，銀行などの金融機関やベソチャーキャピタルとの関係を築いていく必要があ
る。また，資金調達が困難な新規企業に向けた政府や公的機関による補助金を活用することもでき
るので，行政との関係も欠かせない。
　拡大期や安定成長期にはいると，より幅広いネットワークが必要になる。家族や友人，知人との
関係は重要ではあるが，狭い世界に閉じこもっていては企業の拡大，利潤確保にはつながらないの
で，新しい世界に踏み出すことが必要である。
　ところで，コミュニティ・ビジネスと通常の企業の発展プロセスの違いは，ネットワークの範囲
と密度の違いにあるといえる。コミュニティ・ビジネスは地域にあるニーズを満たすために，地域
社会との協同を基本に事業が展開される。通常の企業は，成長するためにネットワークの領域を地
域に限ることなく広げていく。コミュニティ・ビジネスは，顧客を地域社会に求め，地域住民と協
力して事業を行うので，ネットワークの範囲よりも地域へのネットワークの浸透度が課題となる。
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密度が濃く，太いネットワークを張り巡らすことが成功の鍵であり，より多くの時間をかけてプロ
セスを歩むのである（’S。
　新規企業が起業プロセスの段階をのぼっていくには，資金や人材が円滑に供給されることが不可
欠であるが，資金や人材を獲得するときに必要な情報を提供するネットワークの役割を重視すべき
である。ネットワークの広がりの度合いによって，新規企業の経営資源の質や量が変わる可能性が
あるからである。
　Morse　et．　a1．（2007）は，ベンチャー企業が失敗する原因として①役割，関係およびイソセンテ
ィブを含む内部組織システム発展の必要性，②他人との不安定な信頼関係，③ソーシャル・キャピ
タル（social　capital）の欠如，④経済的資本の不足，をあげている㈹。①は組織内での役割が固ま
っていないために運営に余計なコストがかかるということである。②はあまり面識のない相手と信
頼を築くのが難しく，潜在的顧客を逃してしまうことである。③ソーシャル・キャピタルは新規企
業が生き残るために必要となる基本的な社会関係とされている。④は資金不足をさす。この指摘を
ふまえると，新規企業における資金や人材供給の重要性に加え，ネットワークの果たす役割につい
ていっそうの理解が必要となる。
　本稿では外部資源につながる道筋をネットワークと呼んできたように，ネットワークは新規企業
にとってみずからにない外部の資源を取り込む手段である。それは資源をもつ個人や企業とつなが
ることによって，自らの効率的な選択の手助けになることを意味する。ネットワークを通じて行わ
れる接触は，相互に学習したり，新たな知識を創造したりするのに必要である。そればかりではな
い。獲得した知識を実現するのに，みずからの能力だけでは不十分である場合，他の人が持つ能力
や資源を動員できるネットワークが必要になる。このように，個人と個人の関係性，ここではネッ
トワークをみずからに役に立つ資本とみなすのが，ソーシャル・キャピタル理論の考え方である。
　金井壽宏（1994）は，ネットワーキングに内在するパラドクスについて言及している㈹。その一
つは，「弱連結パラドクス」である。これはグラノヴェター（Granovetter，　M．　S．）の弱い紐帯の
仮説に基づいており，ゆるやかな弱いつながりほど強いというものである。弱い紐帯のオープンさ
については新鮮な情報や意外な発想をもたらすという点で，閉鎖的な強い紐帯よりも強いee。一方
で，強い紐帯の強さについても軽視すべきではないとするのが，Krackhardt（1992）の説である。
クラックハートによれば，弱い紐帯は情報の入手などの場合には重要であるが，変化が激しく不確
実性が高い場合には強い結びつきのほうが，信頼を醸成するには有効であることを主張した㈹。つ
まり，紐帯が強いか弱いかの効果は，状況に依存するということがいえる。
　起業プロセスでいうと，強い紐帯がみられるのは構想一計画段階においてであり，創業前に築い
てきた既存の人間関係が手助けとなっている。しかしながら，起業を経て事業を拡大する段になる
と積極的に外部との関係を築いていくことが求められる。資金面ではその要請が強い。企業外部の
金融機関との接触がなければ資金がショートするからである。顧客獲得や製品開発においても，新
しい営業先のヒソトや製品・サービスの改善点は，新しい顧客との新しい情報のやりとりによって
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洗練されていく。決まった相手との固定した関係では停滞が起こるのである。
3．起業を支える社会システム
（1）集積のインキュベート機能と起業文化
　企業間ネットワークや個人的ネットワークが創業時の後押しとなったり，創業間もない企業の経
営資源を補う。これをふまえると，ネットワークが数多く存在する産業集積は，地域インキュベー
タとしての役割を果たしてきたといえる。独立・創業に関心のある人材を育てたり，創業間もない
企業に対して必要な経営資源を提供するなど，新規創業を支えるシステムとしての機能を果たして
きた。
　『中小企業白書2000年度版』は，産地型集積では数多くの中小企業が同一業種に関わっているこ
とから，以下のような創業促進機能を指摘している。（1）技術や技能を地域内で伝承できる，②個々
の工程を地理的に近接した専門業者との問で分業することにより，優れた技能で，品質の高い製品
を生産できる，（3）産地問屋等が在庫リスクや商品企画等を一手に引き受け，資金繰りも見ていたた
め，域内企業は事業リスク，信用リスクが小さかった等があげられている㈲。
　同様に，企業城下町型集積や都市型集積においても，技術やノウハウについての情報が手にはい
りやすいこと，取引先を見つけやすいこと，それにともなって信用リスクが小さくなることがあげ
られ，集積における創業促進要因となってきた。産業集積の多くは特定業種や特定企業に関わる企
業の集積であるために，集積のインキュベート機能は特定業種に関わる新規企業創造には有利に働
く。さらに，数多くの創業事例が積み重ねられることによって，新規創業や中小企業に対する地域
社会の理解があることも見逃せない。
　地域社会の起業に対する理解や，そこから発生する企業家輩出はヨーロッパでは「起業文化
（enterprise　culture）」として重視されている。ヨーロッパにおいては，1970年代以降の経済不振
を受け，中小企業の活性化や創業促進策が展開されてきた。そのなかで起業文化の奨励が重要な柱
となっている。起業文化は，「企業家を広く生み出すような，社会のうちでの文化的な土壌と機運
の醸成と，企業家に必要な知識やマインドの普及状況，さらには制度的枠組みの整備」と捉えられ
ている⑳。
　個々人の意思決定や選択は，属する社会や集団の文化に規定され，個人の行動に反映されてい
く。個人が起業の意思を持ったり具体的な行動に至るまでの過程に，周囲の環境から無意識的な影
響を受けている。このような認識のもと，個人をとりまく社会集団やコミュニティなどの価値観，
行動様式，知識体系を文化ととらえ，起業を促すものとしての文化のあり方は，企業家の輩出にと
って重要である⑳。
　わが国における開業率低下の一因は，新規創業に対する社会的評価の低さであるといわれる。ま
た，創業した後にも，大企業志向が強く人材が集まらないという問題があり，新規企業にたいする
社会的評価はけっして高いとはいえず，起業後にも成長の足かせとなっていることがわかる。ま
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た，ベンチャービジネス研究を行っている松田修一も，数多くのベンチャー企業を生み出すために
は社会風土，すなわち起業家に対する社会の評価や家族などの支援が必要だと述べているe3。起業
への社会的評価の低さは，起業の成功モデルが少ないことや支援インフラの不十分さにつながって
いる。
　現在，産業集積のインキュペート機能は，経済環境の変動によって変質を余儀なくされていると
いえる。若者のサラリーマン志向やリスク回避志向といった要因とは別に，構造不況によって業界
自体の将来性に影がさしてきたときに，同一業種内での創業は起こりにくいし周囲の支援も得られ
にくくなる。かつて集積のメリットであった同一業種内での情報入手や取引先選定のしやすさが失
われるからである。したがって，不振にあえぐ産業集積はそれまでの業種や業界にとらわれない独
創性・新規性のある新事業を創出することが全体としての課題となる。
　例えば，新しい形と目されてきたのがファブレス企業や研究開発型企業である。製造業にかかわ
る企業でありながら，自身は設計や開発といった知的集約度の高い業務に集中して，実際の「もの
づくり」はアウトソーシングするという業態であり，製造業の新たなかたちとして注目を集めた。
しかしながら，工場がない企業が「ものづくり」をするためには，多様な工場の集積の存在が前提
となるのである。集積内部での社会的分業のしくみがファブレス企業を支えている。産業集積のイ
ンキュベート機能を再考すると，創業促進を考えるうえで学ぶべき点は多いのではないかと考えら
れる。
②　ネットワーク結節点となるインキュベータ企業
　さて，日本インキュベーション研究会（1989）の研究によると，事業開始後約3年のあいだで
最も困ったことをみると，回答企業の7割が「人材」をあげ，6割が「資金」，ついで「販売先の
確保」だとしているeli。
　起業してからある程度業務が拡張してくると，人材の確保は大きな課題となる。しかし，資金面
や待遇面で劣る小企業が，専門能力，営業力のある人材を確保することはむずかしい。また，創業
時には，事務所開設などの初期費用，当面の人件費，運転資金などを準備しなければならないが，
その多くは自己資金あるいは家族，親戚，知人からの借入である。業歴が浅く実績が少ない企業が
融資を受けるのは簡単なことではないからである。同様に，販売先の確保という課題に対しても，
知名度や信用度が低いために受け入れてもらえない可能性が高い。技術先行型の企業であれば，そ
もそも売り方がわからない，どこへ行けばいいのかわからないということもある。つまり，創業ま
もないがために，企業が小規模であり，実績がなく信用度，知名度が低いことがあらゆる面で問題
となっている。
　産業集積においては，これらの問題が緩和されるようなシステムが存在していたと考えられる。
例えば，長野県坂城町ではかつて，ある企業を苗床にして育った企業家がスピンアウトして創業す
るとき，もともと在籍した企業の世話を受けることが多かった。工具の貸し借りや顧客の紹介がそ
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図4　新規企業を結びつける結節点
新規企業
ネットワー一一・一ク
結節点（ノード）
顧客、取引先
金融機関…
注）筆者作成。
れである。イソキュベータ企業がスピンアウト企業の面倒をみるということはこの地域では当然の
こととして受け止められ，これを苗床に次々に企業が生まれたことは有名である。
　創業したばかりの企業に，実績のあるインキュベート企業が仲介となって顧客を紹介することに
よって，インキュベート企業がスピンアウト企業に信用を付加するかたちとなる。顧客もインキュ
ペート企業が紹介する企業ならば，ということで安心して仕事を出すことができる。スピソアウト
企業にとっては，とりあえずの仕事が手に入るし，それが実績となって融資を受けやすくなるとい
う利点がある。さらにスピンアウト企業はそれをバネにして新たな顧客開拓に取り組むことができ
るというわけである。
　つまり，インキュベート企業の信頼性を利用して，新規企業が自立を促されるのである。企業城
下町型集積の場合も，親企業からスピンアウトした下請企業が，親企業から付加される信頼性を利
用している。それは脱下請を目指すときでさえ，親企業である大企業との取引を実績としてバネに
していることもある。図4にあてはめると，イソキュベート企業が新規企業を顧客や取引先につ
．なげる結節点になっている。新規企業が生まれ，生き残るためには，新規企業では広げることので
きないネットワークを結節点の企業が広げることである。
4．　インキュベーションの課題
　地域インキュベートとして機能してきた産業集積は経済環境の変化によって不振に陥り，従来の
ような働きを期待できなくなった。したがって，創業・新規事業支援政策としては，社会に存在し
てきたシステムを活用するのではなく，起業システムそのものの形成を目指さなければならなかっ
たes。しかも，在来型の延長線上の企業ではなく，専門的な技術をもった新しい分野の企業を創造
しようとするものであり，民活法やテクノポリス法に基づいてインキュベート施設がつくられた㈲。
　インキュベータは創業前後の企業を一つの建物に集めて，事業スペースを安い賃貸料で提供し，
経営，財務などの支援をするものである。インキュベータの業務は，新規企業への支援の目的から
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みると，2つに大別される。一方は，初期投資や運営費用の低滅化を支援するものであり，事務支
援や設備，施設支援があたる。他方は，創業したての企業が持っていないようなノウハウの補完と
いったソフト面での支援である？D。
　新規企業がインキュベータに入居することによって得られるメリットは，第1に，賃貸料の安
さやビル管理などの間接費削減など，費用が節約できることである。第2に，インキュベータに
いるインキュベーション・マネジャーやコーディネーターによる経営技術の指導が受けられる点で
ある。しかしながら，インキュベーショソ施設は，ハード面は優れているものの起業して間もない
起業を支援するノウハウが確立されておらず，コソサルティソグができる人材が不足しているとい
う問題があり，ソフト面での不十分さが指摘される。
　加えて，ネットワークの重要性が認識されていないという問題点がある。シリコソバレーをみれ
ば，多様な人々との接触が日常的に起こることで刺激を受けて独立創業が促される。日本イソキュ
ベーション研究会（1989）は，日本に本格的にインキュベーショソ施設が登場した頃の研究であ
るが，インキュベータに期待される役割として，施設や経営指導に加え，人的ネットワーク構築支
援をあげているのが興味深い㈱。
　インキュベータそのものが，地域コミュニティや大学，産業界，金融機関などの外部と連携して
いくことで，入居する企業にネットワークを提供することができると述べられ，インキュベータが
入居企業の出合いをサポートすることで，啓発や知識の確実な移転が行われることが大事である。
そのためには出合った双方から信頼されるインキュベータの責務は重要である。また，イノベーシ
ョソ志向のネットワークが，地域に多く存在することが，インキュベータの成立基盤であると指摘
されている㈲。
　前に述べたように，産業集積がもつイソキュベート機能は不足する経営資源を補うとともに，新
規企業のネットワークを広げることにその本質がある。これを踏まえると，人工のイソキュベータ
が支援すべきなのは，入居企業のネットワークを広げることである。
　産業集積に多くみられるスピンアウト型の創業以外では，前職の企業からの直接的な支援を受け
ることは難しく，それによる信頼性を付加することは困難である。しかしながらその企業やインキ
ュベータ企業の役割，すなわち結節点となることができればイソキュベータの存在意義は高まるの
ではないかと考えられる。実際，創業間もない研究開発型企業は開発に専念しなければならず，外
に出たくても出られないという状況になる。そういった企業のかわりにネットワークの結節点とな
’るべく，イソキュベータ自身のネットワークを構築することが重要である。
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